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【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組織を拡張するための注入物送達デバイスであって、
　近位端と、遠位端と、前記近位端と前記遠位端との間の管腔とを備える、少なくとも１
つの流体送達管と、
　前記少なくとも１つの流体送達管の管腔と流体連通している、少なくとも１つの流体送
達要素と、
　前記少なくとも１つの流体送達要素を備える、半径方向に拡張可能な要素と、
　組織を前記少なくとも１つの流体送達要素に向かわせるように構築および配列される、
減圧の供給源と、
　　前記半径方向に拡張可能な要素を拡張し、
　　前記減圧の供給源を起動し、
　　前記少なくとも１つの流体送達要素を前進させる
　ように構築および配列される、少なくとも１つの制御部と、
　前記少なくとも１つの制御部による前進中に前記少なくとも１つの流体送達要素に印加
される力を制限するように構築および配列される力制限アセンブリと
　を備え、前記デバイスは、前記少なくとも１つの流体送達要素を通して注入物を標的組
織に送達するように構築および配列される、デバイス。
【請求項２】
　前記少なくとも１つの制御部はさらに、前記少なくとも１つの流体送達要素を後退させ
るように構築および配列され、前記力制限アセンブリはさらに、前記少なくとも１つの制
御部による後退中に前記少なくとも１つの流体送達要素に印加される力を制限するように
構築および配列される、請求項１に記載の注入物送達デバイス。
【請求項３】
　前記力制限アセンブリは、前記少なくとも１つの制御部を前記少なくとも１つの流体送
達管に動作可能に接続する圧縮要素を備え、随意に、前記圧縮要素は、バネを備える、請
求項１または請求項２に記載の注入物送達デバイス。
【請求項４】
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　前記少なくとも１つの流体送達要素は、１つまたは複数の針を備える、請求項１～３の
いずれか一項に記載の注入物送達デバイス。
【請求項５】
　少なくとも１つの流体送達要素は、３０ｇａより大きい直径または２７ｇａより大きい
直径を伴う針を備える、請求項１～４のいずれか一項に記載の注入物送達デバイス。
【請求項６】
　前記少なくとも１つの流体送達要素は、複数の流体送達要素を備え、例えば、前記複数
の流体送達要素は、円周方向アレイに配置された少なくとも３つの流体送達要素を備え得
る、請求項１～５のいずれか一項に記載の注入物送達デバイス。
【請求項７】
　前記少なくとも１つの流体送達要素を取り囲む組織捕捉ポートをさらに備え、随意に、
前記組織捕捉ポートは、開口部を備え、前記開口部は、少なくとも０．１インチの長さ、
０．１４インチ～０．２０インチの長さ、約０．１６インチの長さ、少なくとも０．４イ
ンチの幅、０．０５インチ～０．０８インチの幅、約０．０６インチの幅、およびそれら
の組み合わせから成る群から選択される寸法を備え、または、前記少なくとも１つの流体
送達要素は、後退位置から前進位置まで進行し、進行の長さにわたって前記組織捕捉ポー
ト内にとどまるように構築および配列され、または、組織捕捉部分は、少なくとも０．０
５インチ、０．０６インチ～０．１０インチ、約０．０８インチ、およびそれらの組み合
わせから成る群から選択される寸法の深さを備える、請求項１～６のいずれか一項に記載
の注入物送達デバイス。
【請求項８】
　前記少なくとも１つの流体送達要素の前進を制限するように構築および配列される、機
械的停止部をさらに備える、請求項１～７のいずれか一項に記載の注入物送達デバイス。
【請求項９】
　前記少なくとも１つの制御部は、少なくとも１ｍｍ、または、少なくとも２ｍｍ、また
は、６ｍｍを超えずに、または、５ｍｍを超えずに、前記少なくとも１つの流体送達要素
を前進させるように構築および配列される、請求項１～８のいずれか一項に記載の注入物
送達デバイス。
【請求項１０】
　前記少なくとも１つの制御部は、オフ状態に付勢される、請求項１～９のいずれか一項
に記載の注入物送達デバイス。
【請求項１１】
　センサをさらに備える、請求項１～１０のいずれか一項に記載の注入物送達デバイス。
【請求項１２】
　前記センサは、閉塞、例えば、前記少なくとも１つの流体送達管腔内の閉塞を検出する
ように構築および配列される、請求項１１に記載の注入物送達デバイス。
【請求項１３】
　前記少なくとも１つの流体送達管腔は、複数の流体送達管腔を備え、前記センサは、相
互から独立して、前記複数の流体送達管腔のうちの２つまたはそれより多いものの中の閉
塞を検出するように構築および配列される、請求項１１に記載の注入物送達デバイス。
【請求項１４】
　少なくとも１つの減圧管腔をさらに備え、前記センサは、前記少なくとも１つの減圧管
腔内の閉塞を検出するように構築および配列され、随意に、前記少なくとも１つの減圧管
腔は、複数の減圧管腔を備え、前記センサは、相互から独立して、前記複数の減圧管腔の
うちの２つまたはそれより多いものの中の閉塞を検出するように構築および配列される複
数のセンサを備える、請求項１１に記載の注入物送達デバイス。
【請求項１５】
　複数の伸長シャフトをさらに備え、前記少なくとも１つの流体送達管は、複数の流体送
達管を備え、各流体送達管は、伸長シャフト内に位置付けられ、前記伸長シャフトは、螺
旋配列を備え、随意に、前記螺旋配列は、非一様なピッチを備え、または、前記螺旋配列
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は、３６０°～１４４０°の捻転を備え、または、前記螺旋配列は、約５４０°の捻転を
備える、請求項１～１４のいずれか一項に記載の注入物送達デバイス。
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４８】
　いくつかの実施形態では、本方法は、ファーター膨大部より遠位の組織を切除するよう
に構築および配列される。本方法は、ファーター膨大部より遠位の十二指腸粘膜の少なく
とも５０％を切除するように構築および配列されることができる。
本発明は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
　組織を拡張するための注入物送達デバイスであって、
　近位端と、遠位端と、それらの間の管腔とを備える、少なくとも１つの流体送達管と、
　前記少なくとも１つの流体送達管の管腔と流体連通している、少なくとも１つの流体送
達要素と、
　前記少なくとも１つの流体送達要素を備える、半径方向に拡張する要素と、
　組織を前記少なくとも１つの流体送達要素に向かわせるように構築および配列される、
減圧の供給源と、
　前記半径方向に拡張可能な要素を拡張し、
　前記減圧の供給源を起動するように構築および配列される、
　少なくとも１つの制御と、
　を備え、前記デバイスは、前記少なくとも１つの流体送達要素を通して注入物を標的組
織に送達するように構築および配列される、デバイス。
（項目２）
　前記少なくとも１つの制御はさらに、前記少なくとも１つの流体送達要素を前進させる
ように構築および配列される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目３）
　前記少なくとも１つの制御は、流体送達要素に印加される力を制限しながら、前記少な
くとも１つの流体送達要素を前進させるように構築および配列される、項目２に記載の注
入物送達デバイス。
（項目４）
　前記少なくとも１つの制御を前記少なくとも１つの流体送達管に動作可能に接続する圧
縮要素をさらに備える、項目２に記載の注入物送達デバイス。
（項目５）
　前記少なくとも１つの流体送達管は、複数の流体送達管を備え、前記少なくとも１つの
流体送達要素は、それぞれ流体送達管に取り付けられた、複数の流体送達要素を備え、前
記少なくとも１つの制御は、前記複数の流体送達管を前進させるように構築および配列さ
れる、項目２に記載の注入物送達デバイス。
（項目６）
　前記少なくとも１つの制御はさらに、前記流体送達要素が組織を貫通するように、前記
流体送達要素に向かって前記組織を操作するように構築および配列される、本明細書のい
ずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目７）
　前記少なくとも１つの制御はさらに、前記少なくとも１つの流体送達要素を通した組織
の中への注入物の流れを開始するように構築および配列される、本明細書のいずれかの項
目に記載の注入物送達デバイス。
（項目８）
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　前記少なくとも１つの制御はさらに、組織の中への注入物の流れを修正するように構築
および配列される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目９）
　前記少なくとも１つの制御はさらに、前記半径方向に拡張可能な要素を圧縮するように
構築および配列される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目１０）
　前記少なくとも１つの制御はさらに、別個のデバイスを制御するように構築および配列
される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目１１）
　前記減圧の供給源に流体的に取り付けられた少なくとも１つの減圧管腔をさらに備え、
前記少なくとも１つの制御はさらに、陽圧を前記少なくとも１つの減圧管腔に印加するよ
うに構築および配列される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目１２）
　前記少なくとも１つの制御は、複数の制御を備える、本明細書のいずれかの項目に記載
の注入物送達デバイス。
（項目１３）
　前記少なくとも１つの制御は、電気制御、機械制御、ボタン、ノブ、スイッチ、レバー
、タッチスクリーン、およびそれらの組み合わせから成る群から選択される、１つまたは
それを上回る制御を備える、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目１４）
　前記少なくとも１つの制御は、オフ状態で付勢された制御を備える、本明細書のいずれ
かの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目１５）
　前記少なくとも１つの流体送達要素は、針、流体噴射、イオン導入要素、多孔性要素、
およびそれらの組み合わせから成る群から選択される、１つまたはそれを上回る要素を備
える、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目１６）
　前記少なくとも１つの流体送達要素は、１つまたはそれを上回る針を備える、本明細書
のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目１７）
　少なくとも１つの流体送達要素は、３０ｇａより大きい直径を伴う針を備える、項目１
６に記載の注入物送達デバイス。
（項目１８）
　少なくとも１つの流体送達要素は、２７ｇａより大きい直径を伴う針を備える、項目１
７に記載の注入物送達デバイス。
（項目１９）
　少なくとも１つの流体送達要素は、湾曲した針を備える、項目１６に記載の注入物送達
デバイス。
（項目２０）
　前記少なくとも１つの流体送達要素は、複数の流体送達要素を備える、本明細書のいず
れかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目２１）
　前記複数の流体送達要素は、円周方向アレイに配置された少なくとも３つの流体送達要
素を備える、項目２０に記載の注入物送達デバイス。
（項目２２）
　前記半径方向に拡張可能な要素は、２．０ｐｓｉを超えない圧力において力を管腔組織
に印加するように構築および配列される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達
デバイス。
（項目２３）
　前記半径方向に拡張可能な要素は、前記注入物が前記標的組織に送達されると、少なく
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とも０．６ｐｓｉの圧力において管腔組織に接触するように構築および配列される、本明
細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目２４）
　前記半径方向に拡張可能な要素は、６０秒未満で標的直径まで拡張するように構築およ
び配列される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目２５）
　前記半径方向に拡張可能な要素は、複数の流体送達管に取り付けられた近位部分を備え
、前記複数の流体送達管は、前記半径方向に拡張可能な要素の近位部分に近接して位置付
けられ、前記半径方向に拡張可能な要素の近位部分の９ｃｍ以内に位置付けられる伸長デ
バイスの前記遠位端を受容するようなサイズの、開口部を画定する、本明細書のいずれか
の項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目２６）
　ハンドルをさらに備え、前記ハンドルは、前記少なくとも１つの制御を備える、本明細
書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目２７）
　ユーザインターフェースを含む、ハンドルをさらに備え、前記ユーザインターフェース
は、前記少なくとも１つの制御を備える、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達
デバイス。
（項目２８）
　前記ハンドルのユーザインターフェースは、流体送達要素位置、減圧状態、閉塞状態、
拡張可能要素状態、前記少なくとも１つの流体送達要素からの注入の体積、注入物の総注
入体積、注入の圧力、乳頭に対するカテーテル位置等のカテーテル位置、完了した注入の
数、およびそれらの組み合わせから成る群から選択される、情報を表示するように構築お
よび配列される、項目２７に記載の注入物送達デバイス。
（項目２９）
　複数の医療手技で使用するために構築および配列される第１の部分と、前記第１の部分
よりも少ない使用のために構築および配列される第２の部分とを伴う、ハンドルをさらに
備える、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目３０）
　内視鏡に取り外し可能に取り付けられるように構築および配列される取付要素を備える
、ハンドルをさらに備える、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目３１）
　流体送達アセンブリをさらに備え、前記少なくとも１つの制御は、流体送達アセンブリ
パラメータを制御するように構成される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達
デバイス。
（項目３２）
　前記流体送達アセンブリは、前記少なくとも１つの制御を備える、項目３１に記載の注
入物送達デバイス。
（項目３３）
　第２のデバイスをさらに備え、前記少なくとも１つの制御は、前記第２のデバイスを制
御する、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目３４）
　前記第２のデバイスは、内視鏡、エネルギー送達デバイス、流体送達アセンブリ、およ
びそれらの組み合わせから成る群から選択される、デバイスを備える、項目３３に記載の
注入物送達デバイス。
（項目３５）
　前記少なくとも１つの流体送達要素を取り囲む組織捕捉ポートをさらに備える、本明細
書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目３６）
　前記組織捕捉ポートは、開口部を備え、前記開口部は、少なくとも０．１インチの長さ



(6) JP 2017-509410 A5 2018.4.12

、０．１４インチ～０．２０インチの長さ、約０．１６インチの長さ、少なくとも０．４
インチの幅、０．０５インチ～０．０８インチの幅、約０．０６インチの幅、およびそれ
らの組み合わせから成る群から選択される、寸法を備える、項目３５に記載の注入物送達
デバイス。
（項目３７）
　前記少なくとも１つの流体送達要素は、後退位置から前進位置まで進行し、進行の長さ
にわたって前記組織捕捉ポート内にとどまるように構築および配列される、項目３５に記
載の注入物送達デバイス。
（項目３８）
　前記少なくとも１つの流体送達要素によって前記標的組織に送達される前記注入物をさ
らに含む、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目３９）
　前記注入物は、水、生理食塩水、染料、可視染料、インジゴカルミン、メチレンブルー
、墨汁、ＳＰＯＴＴＭ染料、ゲル、ヒドロゲル、タンパク質ヒドロゲル、視覚化可能媒体
、Ｘ線視覚化可能媒体、超音波視覚化可能媒体、ＭＲＩ視覚化可能媒体、およびそれらの
組み合わせから成る群から選択される、材料を含む、項目３８に記載の注入物送達デバイ
ス。
（項目４０）
　前記注入物は、バイオポリマー、エチレンビニルアルコール、接着剤、シアノアクリレ
ート、およびそれらの組み合わせから成る群から選択される材料を含む、項目３８に記載
の注入物送達デバイス。
（項目４１）
　前記少なくとも１つの流体送達要素の前進を制御するように構築および配列される、機
械的停止部をさらに備える、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目４２）
　前記注入物送達デバイスは、遠位端と、前記遠位端上に位置付けられた球状先端とを備
え、前記球状先端は、少なくとも２ｍｍの直径を備える、本明細書のいずれかの項目に記
載の注入物送達デバイス。
（項目４３）
　近位端および遠位部分を伴う伸長シャフトをさらに備える、本明細書のいずれかの項目
に記載の注入物送達デバイス。
（項目４４）
　前記伸長シャフトは、複数のシャフトを備える、項目４３に記載の注入物送達デバイス
。
（項目４５）
　前記複数のシャフトは、前記伸長シャフトの少なくとも一部に沿って螺旋配列を備える
、項目４４に記載の注入物送達デバイス。
（項目４６）
　前記シャフト内に位置付けられた操向機構をさらに備える、項目４３に記載の注入物送
達デバイス。
（項目４７）
　伸長シャフトと、前記伸長シャフト内に位置付けられたカメラとをさらに備える、本明
細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目４８）
　前記注入物送達デバイスは、吹送流体を送達するように構築および配列される、本明細
書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目４９）
　前記拡張された組織は、胃腸管の組織層を含む、本明細書のいずれかの項目に記載の注
入物送達デバイス。
（項目５０）
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　前記拡張された組織層は、粘膜下組織の１つまたはそれを上回る層を含む、項目４９に
記載の注入物送達デバイス。
（項目５１）
　前記拡張された組織層は、十二指腸粘膜下組織の１つまたはそれを上回る層を含む、項
目５０に記載の注入物送達デバイス。
（項目５２）
　前記注入物送達デバイスは、管腔壁組織のほぼ完全な円周方向拡張を行うように構築お
よび配列される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目５３）
　前記注入物送達デバイスは、前記胃腸管内で処置的制約を生成するように構築および配
列される、本明細書のいずれかの項目に記載の注入物送達デバイス。
（項目５４）
　内視鏡と、
　前記少なくとも１つの流体送達要素を通して送達するための注入物と、
　前記拡張された組織層に近接する標的組織を処置するための処置要素を備える、切除カ
テーテルと、
　管腔直径情報を提供するように構築および配列される、サイジングデバイスと、
　ガイドワイヤと、
　それらの組み合わせと、
　から成る群から選択される構成要素をさらに備える、
　項目１から５３のうちのいずれかに記載の注入物送達デバイスを備える、システム。
（項目５５）
　前記システムは、糖尿病、肥満または別様に太り過ぎであること、高コレステロール血
症、運動不耐性、乾癬、高血圧症、メタボリック症候群、およびそれらの組み合わせから
成る群から選択される、疾患または障害を処置するように構築および配列される、本明細
書のいずれかの項目に記載のシステム。
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